
2023/12/26 10:26:32 / 23031631_株式会社グッドコムアセット_招集通知

表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の
皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお
送りいたします。

第18回定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項

会社の新株予約権等に関する事項
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表

株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

（2022年11月１日～2023年10月31日）

株式会社グッドコムアセット
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会社の新株予約権等に関する事項

第３回新株予約権
発行決議日 2016年１月27日
新株予約権の数 ６個
役員の保有状況
当社取締役 新株予約権の数 ６個
(社外取締役は除く) 目的となる株式数 9,600株

保有者数 １名
当社社外取締役 新株予約権の数 －個

目的となる株式数 －株
保有者数 －名

当社監査役 新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 9,600株
１個につき1,600株

新株予約権の発行価額 無償
新株予約権の払込金額 １個につき155,200円

新株予約権の行使期間 2018年１月28日から
2026年１月27日まで

新株予約権の主な行使条件 （注）１

会社の新株予約権等に関する事項
⑴ 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価
として交付された新株予約権の状況

(注) １. 新株予約権の主な行使条件は、以下のとおりであります。
⑴ 権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役又は監査役あるいは従業員等であるこ

とを要する。
⑵ 権利者が死亡した場合は、相続人はこれを行使することができる。
⑶ その他の行使条件については、当社と権利者との間で締結する新株予約権付与に関する契約
に定めるところによる。

２. 2014年４月26日付で行った普通株式１株を1,000株とする株式分割ならびに2017年５月１日
付、2017年10月１日付、2020年11月１日付及び2022年11月1日付でそれぞれ行った普通株
式１株を２株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の数」は調整されており
ます。
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会社の新株予約権等に関する事項

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付し
た新株予約権等の状況
該当事項はありません。

⑶ その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運
用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制
・社外取締役を含む取締役会を設置し、当社グループにおける経営上重要な
事項の審議及び決定や取締役の職務執行状況を監督する。

・社外監査役を含む監査役会を設置する。監査役は、監査役会で定めた監査
基準に基づき、取締役会その他重要な会議に出席及び日常の業務監査によ
り、取締役の職務執行が法令及び定款に反していないかを監査する。

・取締役及び使用人は、「Purpose」及び「行動規範」に基づいて行動し、
採用・教育部は、必要に応じて、コンプライアンスに関する啓蒙及び教育
研修を実施する。

・内部監査によって、コンプライアンスの状況をモニタリングし、代表取締
役社長及び監査役・社外取締役に報告する。

・法令・定款等に違反する事実を発見した場合やハラスメントに関する相談
体制などについて「内部通報規程」を定めて、遵守する。

・当社グループは、反社会的勢力との関係を一切遮断する体制を構築する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行状況については、法令及び「文書管理規程」に基づき
作成・保存するとともに、取締役又は監査役から要請があった場合に閲覧可
能な方法で保存する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　業務に付随するリスク管理は当該組織単位が行い、担当取締役及び執行役
員が適切な対応を行う。リスクの重要性の度合いに応じて代表取締役社長及
び監査役会や取締役会に報告を行い、必要に応じて当社と顧問契約している
法律事務所に助言・指導を受ける。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　また、「リスク・コンプライアンス規程」に定めるリスク・コンプライア
ンス委員会を四半期に一度開催し、発生したリスク又は予見されるリスクに
ついて分析と識別を行い、再発防止策又は予防策を策定し、取締役会等にそ
の実施を求める。

④ 取締役の業務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役会は、中期経営計画及び年間活動計画等の重要な方針を決定し、定
時取締役会において月次決算報告及び業務執行報告を行い、取締役の職務
の効率性をレビューし、必要に応じて改善を促す。

・取締役の職務が効率的に行われるように、「組織規程」、「業務分掌規
程」及び「職務権限規程」を定め、必要に応じて改訂することで、責任と
権限の所在を明確化する。

⑤ 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保す
るための体制
　当社は、「関係会社管理規程」を定め、関係会社の管理は管理本部長が行
うものとする。子会社の経理処理については、管理本部下の経理・財務部で
支援し（一部、外部への業務委託を含む。ただし、その場合は、経理・財務
部が内容確認を行う。）、それを通じて業務の適正性をモニタリングする。
内部監査を実施することで、子会社の業務が適正に行われていることを確認
する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお
ける当該使用人に関する事項及び取締役からの独立性に関する事項
・監査役は、経営管理部の使用人に監査業務に必要な事項を命令することが
でき、使用人はその職務に関して、取締役等の指揮命令は受けない。

・監査役の命令により使用人が行う職務についての人事的評価は、監査役の
同意を得て行う。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性に関する事
項
　当社は、補助使用人に関して、監査役の指揮命令に優先的に従う旨を取締
役及び使用人に周知徹底する。

－ 4 －



2023/12/26 10:26:32 / 23031631_株式会社グッドコムアセット_招集通知

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役
への報告に関する体制ならびに報告したことを理由として不利な取
扱いを受けないことを確保する体制
・取締役及び使用人は、当社及び当社グループの業務又は業績に重要な影響
を与える事項について、遅滞なく監査役に報告する。また、法令・定款及
び社内規程に違反した事実又は違反する恐れのあることを発見したとき
は、直ちに監査役に報告する。

・監査役は、必要に応じて、取締役及び使用人に対し、取締役会以外の重要
な会議等への出席、議事録、稟議書等の業務執行に関する書類の閲覧、説
明及び情報提供を求めることができる。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役及び監査役会は、代表取締役社長、会計監査人、内部監査担当とそ
れぞれ必要に応じて意見交換を行う。

・監査役会は、必要に応じて内部監査担当を出席させ、内部監査の実施状況
を報告させる。

・取締役会は、業務の適正を確保するための体制に係る監査役の意見がある
場合は、これを審議し、その結果を監査役会に報告する。

・監査役が、その職務執行について生じる費用の前払い又は償還等の請求を
したときは、当該監査役の職務執行に必要でないことが明らかな場合を除
き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社における業務の適正を確保する体制の主な運用状況は、以下のとおり
であります。
①　リスク・コンプライアンス規程に基づき、リスク・コンプライアンス委
員会を四半期に一度開催しております。
また、各部署にて業務に関する法令一覧を作成し、毎月末にその月に法

令を遵守していたかを確認する月次コンプラ報告書を全従業員が提出して
おります。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

②　取締役会は、社外取締役３名を含む６名で構成されており、社外監査役
３名も出席しております。各議案について意見交換を活発に行い、重要な
意思決定のみならず、執行状況の監督も行っており、取締役会の実効性確
保にも努めております。
また、取締役会議事録についても、法令及び規程に基づき作成・保存し

ております。

③　監査役会は、社外監査役３名により構成されており、取締役会の議案を
含む監査に関する事項について協議しております。監査役は、代表取締役
社長、会計監査人、内部監査担当と必要に応じ意見交換を行っており、随
時提言をしております。

－ 6 －



2023/12/26 10:26:32 / 23031631_株式会社グッドコムアセット_招集通知

連結株主資本等変動計算書

第18期（2022年11月１日から2023年10月31日まで） (単位：千円)
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2022年11月１日残高 1,595,832 1,504,332 9,335,789 △968,634 11,467,319
連結会計年度中の変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 112 112 224

剰余金の配当 △862,264 △862,264
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,030,138 1,030,138

自己株式の取得 △34 △34
自己株式の処分 4,342 10,347 14,689
連結範囲の変動 △40,192 △40,192
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） －

連結会計年度中の変動額合計 112 4,454 127,680 10,312 142,559
2023年10月31日残高 1,595,944 1,508,786 9,463,469 △958,321 11,609,879

その他の包括利益累計額
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 合 計

2022年11月１日残高 6,294 △1,665 4,629 11,471,948
連結会計年度中の変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） － 224

剰余金の配当 － △862,264
親会社株主に帰属する
当期純利益 － 1,030,138

自己株式の取得 － △34
自己株式の処分 － 14,689
連結範囲の変動 － △40,192
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △6,125 △35 △6,160 △6,160

連結会計年度中の変動額合計 △6,125 △35 △6,160 136,399
2023年10月31日残高 169 △1,700 △1,531 11,608,348

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ５社
・連結子会社の名称 株式会社グッドコム

株式会社ルームバンクインシュア
株式会社キャピタルサポートコンサルティング
株式会社グッドコムアセット投資顧問
臺灣家得可睦股份有限公司

当連結会計年度より、重要性の観点から、非連結子会社であった株式会社グッド
コムアセット投資顧問を連結の範囲に含めております。

⑵　非連結子会社の状況
・非連結子会社の数 １社
・非連結子会社の名称 株式会社グッドコムナビ（孫会社）

（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑶　開示対象特別目的会社
・開示対象特別目的会社の概要、開示対象特別目的会社を利用した取引の概要及び

開示対象特別目的会社との取引金額等については、「５．開示対象特別目的会社
に関する注記」に記載しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社の状況
・非連結子会社の数 １社
・非連結子会社の名称 株式会社グッドコムナビ（孫会社）

（持分法を適用しない理由）
　持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりませ
ん。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、株式会社ルームバンクインシュアの決算日は９月30日でありま

す。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日と

－ 8 －
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建物及び構築物  8 年～20年
工具、器具及び備品  4 年～10年

の間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
………移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産及び仕掛販売用不動産

………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物及び構築
物の減価償却の方法は、定額法により行っておりま
す。

無形固定資産……………定額法
なお、自社利用ソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づいて定額法を採用して
おります。

⑶　引当金の計上基準
①賞与引当金………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額

に基づき当連結会計年度に見合う金額を計上しており
ます。
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②貸倒引当金………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては社内の債権格付に基づき回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

③債務保証損失引当金……債務保証等による損失に備えるため、当連結会計年度
末における将来の損失発生見込額を計上しておりま
す。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」といいます。）等を適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額
で収益を認識しております。

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履
行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点は、以下のとおりでありま
す。なお、取引の対価は主として履行義務の充足時点から１年以内に受領してお
り、重要な金融要素は含んでおりません。

①ホールセール事業及びリテールセールス事業
投資用マンションの販売を行っており、顧客との不動産売買契約に基づき当

該物件の引渡しを行う義務を負っております。当該不動産販売においては、物
件の引渡しをもって顧客に支配が移転し、履行義務が充足されることから、一
時点で収益を認識しております。

収益の測定に関しては、顧客に支払われる対価が顧客から受領する別個の財
又はサービスと交換で支払われるものである場合を除き、取引価格から当該対
価を控除しております。

また、一部の顧客との契約において、販売した投資用マンションに係る空室
保証サービスを提供しており、約束した対価には変動対価が含まれます。顧客
への保証が見込まれる額については販売時に収益を認識せず、返金負債として
流動負債に計上しております。当該返金負債の見積りにあたっては、契約条件
や賃貸状況の実績等に基づき算出しております。

なお、ファンドへの不動産売却については、「特別目的会社を活用した不動
産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（会計制度委員会報告
第15号）に従って収益を認識しており、顧客との契約から生じる収益の範囲外
としております。

②リアルエステートマネジメント事業
顧客や管理組合との契約に基づき賃貸管理、建物管理等の受託業務を提供す

る履行義務を負っております。当該受託業務においては、顧客や管理組合への
履行義務が一定の期間にわたり充足されることから、当該時点において収益を
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認識しております。なお、当該受託業務において生じる付随収益は、発生時点
において履行義務が充足されているものと判断し、一時点で収益を認識してお
ります。

また、顧客との契約に基づき家賃債務保証サービスを提供する履行義務を負
っております。当該保証サービスにおいては、初回保証料及び年間保証料に区
分して収益計上しており、契約の期間に基づき収益を認識しております。ま
た、当該保証サービスにおいて生じる付随収益は、発生時点において履行義務
が充足されているものと判断し、一時点で収益を認識しております。

なお、不動産賃貸収入については、企業会計基準第13号「リース取引に関す
る会計基準」が適用されるため、顧客との契約から生じる収益の範囲外として
おります。

③その他事業
顧客との契約に基づき新規上場及び上場後IR・資本政策に関するコンサルテ

ィング受託業務を提供する履行義務を負っております。当該受託業務において
は、顧客への履行義務が一定の期間にわたり充足されることから、当該時点に
おいて収益を認識しております。

⑸　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①支払利息の取得原価への算入

……支払利息につきましては、原則として発生時に費用処
理しておりますが、長期かつ一定額以上の不動産開発
事業に係る開発期間中の支払利息は、当該資産の取得
価額に算入しております。
なお、当連結会計年度において取得価額に算入した支
払利息は21,298千円であります。

②のれんの償却に関する事項
……のれんの償却については、５年間にわたる均等償却を

行っております。

５．開示対象特別目的会社に関する注記
⑴ 開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

当社は、不動産特定共同事業法に基づく不動産小口化商品を投資家に提供してお
り、当該商品の仕組みの一環として、特別目的会社(任意組合)を利用しております。

本商品は、投資家が当社から不動産の共有持分を取得したうえで、当該不動産の
運用を目的とする任意組合を組成します。当該不動産の賃貸損益及び売却損益等
は、投資家に帰属します。

当社は、業務執行組合員として、任意組合契約に従い、不動産の運用及び任意組
合の管理等を行うことで、報酬を得ております。
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前連結会計年度
（2022年10月31日）

当連結会計年度
（2023年10月31日）

特別目的会社数 １組合 １組合

直近の決算日における資産総
額（単純合算）

50,158千円 49,219千円

負債総額（単純合算） －千円 －千円

当連結会計年度

販売用不動産 36,405,893

また、不動産の運用の一環として、当社の連結子会社である株式会社グッドコム
が任意組合の集金代行業務を行うことで、報酬を得ております。

⑵ 不動産特定共同事業法に基づく任意組合との取引金額等
前連結会計年度（自　2021年11月１日　至　2022年10月31日）及び当連結会計

年度（自　2022年11月１日　至　2023年10月31日）ともに、取引金額及び取引残
高に重要性がないため、記載を省略しております。

会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

会計上の見積りに関する注記
販売用不動産の評価

(1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
（単位：千円）

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法及び算出に用いた主要な仮定

当社グループが保有する棚卸資産のうち、主なものは販売用不動産であり、販
売用不動産の評価は、個別法による原価法を採用しており、事業計画上の販売見
込額から販売経費見込額を控除した正味売却価額が取得原価を下回るものについ
ては、その差額を費用処理しております。なお、当連結会計年度において、簿価
の切下げは行っておりません。

当該販売見込額の見積りにおいて、過去の販売実績や、市場動向を反映した賃
料収益を割引計算する収益還元法を基礎に算定した価格を参考にしているため、
想定賃料、還元利回りを主要な仮定としております。
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販売用不動産 34,606,879千円
仕掛販売用不動産 4,890,537千円

計 39,497,416千円

短期借入金 14,244,889千円
１年内返済予定の長期借入金 13,672,990千円
長期借入金 9,701,150千円

計 37,619,029千円

２．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 62,915千円

普通株式 30,530,400株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年１月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 862,264 60 2022年10月31日 2023年１月27日

②翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
将来の市況悪化や大規模な自然災害による販売用不動産の被災等により、市場

価格の著しい下落が発生し、事業計画が修正される等、主要な仮定に変動が生じ
た場合、翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産

（注）上記のほか、長期借入金(１年以内返済予定の長期借入金を含む。)の担保
として当社が保有する連結子会社株式を差し入れております。

⑵　担保に係る債務

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

２. 剰余金の配当に関する事項
⑴ 配当金支払額等

（注）当社は、2022年11月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ってお
りますが、当該株式分割前の金額で記載しております。
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決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2024年１月30日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 1,007,751 35 2023年10月31日 2024年１月31日

普通株式 12,800株

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度になるもの

３. 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない
ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、原則として短期的な預金等に限定し、資
金調達については銀行等金融機関からの借入によって行っております。

⑵　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動
リスクに晒されております。
　営業債務である工事未払金及び未払法人税等は、大半が１年以内の支払期日であ
ります。借入金及び社債の資金使途は、マンション用地の仕入、マンションの建築
資金及び運転資金であります。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、ま
た、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

②資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管
理
各部署からの報告に基づき経理・財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新す

るとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 投 資 有 価 証 券 457 457 －

資 産 計 457 457 －

⑴ 長 期 借 入 金 25,441,685 25,298,876 △142,808

　 ( １ 年 内 返 済 予 定 分 含 む )

⑵ 社 債 253,000 247,117 △5,882

　 ( １ 年 内 償 還 予 定 分 含 む )

負 債 計 25,694,685 25,545,993 △148,691

当連結会計年度

非上場株式 4,996

関係会社株式 0

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。
(単位：千円)

（注１）現金及び預金、工事未払金、短期借入金及び未払法人税等については、短期間で
決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しておりま
す。

（注２）市場価格のない株式等は「投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品
の連結貸借対照表計上額は、以下のとおりであります。

（単位：千円）
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１年以内 １ 年 超
５年以内

５ 年 超
10年以内 10年超

預 金 8,060,980 － － －

合 計 8,060,980 － － －

１年以内 １ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内 ５ 年 超

短 期 借 入 金 14,686,221 － － － － －

長 期 借 入 金 14,380,169 6,244,176 2,691,164 1,709,530 161,534 255,112

社 債 82,000 82,000 62,000 27,000 － －

合 計 29,148,390 6,326,176 2,753,164 1,736,530 161,534 255,112

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

（注４）短期借入金、社債及び長期借入金の決算日後の返済又は償還予定額
（単位：千円）

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に
おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に
関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ
ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した
時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した
時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ
らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が
最も低いレベルに時価を分類しております。
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時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投 資 有 価 証 券 457 － － 457

資 産 計 457 － － 457

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長 期 借 入 金 － 25,298,876 － 25,298,876

社 債 － 247,117 － 247,117

負 債 計 － 25,545,993 － 25,545,993

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融資産
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
⑴　投資有価証券

　株式は取引所の価格によっております。活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１に分類しております。

⑵　長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２に分類しております。

⑶　社債
　社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した
利率で割り引いて計算する方法によっており、レベル２に分類しております。
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報告セグメント
合計

ホールセール リテールセールス
リアルエステート

マネジメント
その他

一時点で移転される財 4,341,711 11,649,151 375,201 － 16,366,063

一定の期間にわた
り移転される財

－ － 428,779 36,750 465,529

顧客との契約から
生じる収益

4,341,711 11,649,151 803,980 36,750 16,831,592

その他の収益 4,331,478 － 1,027,417 － 5,358,896

外部顧客への売上高 8,673,190 11,649,151 1,831,397 36,750 22,190,489

当連結会計年度

返金負債（期首残高） 133,814

返金負債（期末残高） 100,340

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点について

は、「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）４．会
計方針に関する事項  ⑷  重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　返金負債の残高等

返金負債は、販売した投資用マンションに空室が発生した場合に生じる保証の将
来における見込額であります。なお、当該見込額については収益からその金額を控
除しております。

（単位：千円）
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１株当たり純資産額 403円17銭
１株当たり当期純利益 35円79銭

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、

残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。なお、顧客との契約から生
じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

第18期（2022年11月１日から2023年10月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 その他資

本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利
益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

2022年11月１日残高 1,595,832 1,504,332 － 1,504,332 4,192 9,246,349 9,250,541 △968,634 11,382,071
事業年度中の変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 112 112 112 － 224

剰余金の配当 － △862,264 △862,264 △862,264
当期純利益 － 1,112,546 1,112,546 1,112,546
自己株式の取得 － － △34 △34
自己株式の処分 4,342 4,342 － 10,347 14,689
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） － － －

事業年度中の変動額合計 112 112 4,342 4,454 － 250,281 250,281 10,312 265,160
2023年10月31日残高 1,595,944 1,504,444 4,342 1,508,786 4,192 9,496,630 9,500,822 △958,321 11,647,232

評価・換算差額等
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2022年11月１日残高 6,294 6,294 11,388,365
事業年度中の変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） － 224

剰余金の配当 － △862,264
当期純利益 － 1,112,546
自己株式の取得 － △34
自己株式の処分 － 14,689
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △6,125 △6,125 △6,125

事業年度中の変動額合計 △6,125 △6,125 259,035
2023年10月31日残高 169 169 11,647,401

株主資本等変動計算書
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個別注記表

建物及び構築物  8 年～20年
工具、器具及び備品  4 年～10年

個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式…………………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産及び仕掛販売用不動産

………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品………………………最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産………………定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物及び構
築物の減価償却の方法は、定額法により行っておりま
す。

無形固定資産………………定額法
なお、自社利用ソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づいて定額法を採用して
おります。

３．引当金の計上基準
⑴　賞与引当金…………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額

に基づき当事業年度に見合う金額を計上しておりま
す。

⑵　貸倒引当金…………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては社内の債権格付に基づき回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。
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個別注記表

４．重要な収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」といいます。）等を適用し、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収
益を認識しております。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内
容及び当該履行義務を充足する通常の時点は、以下のとおりであります。なお、取引
の対価は主として履行義務の充足時点から１年以内に受領しており、重要な金融要素
は含んでおりません。

①ホールセール事業及びリテールセールス事業
投資用マンションの販売を行っており、顧客との不動産売買契約に基づき当該

物件の引渡しを行う義務を負っております。当該不動産販売においては、物件の
引渡しをもって顧客に支配が移転し、履行義務が充足されることから、一時点で
収益を認識しております。

収益の測定に関しては、顧客に支払われる対価が顧客から受領する別個の財又
はサービスと交換で支払われるものである場合を除き、取引価格から当該対価を
控除しております。

また、一部の顧客との契約において、販売した投資用マンションに係る空室保
証サービスを提供しており、約束した対価には変動対価が含まれます。顧客への
保証が見込まれる額については販売時に収益を認識せず、返金負債として流動負
債に計上しております。当該返金負債の見積りにあたっては、契約条件や賃貸状
況の実績等に基づき算出しております。

なお、ファンドへの不動産売却については、「特別目的会社を活用した不動産
の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（会計制度委員会報告第15
号）に従って収益を認識しており、顧客との契約から生じる収益の範囲外として
おります。

②リアルエステートマネジメント
不動産賃貸収入については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基

準」が適用されるため、顧客との契約から生じる収益の範囲外としております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
支払利息の取得原価への算入

………支払利息につきましては、原則として発生時に費用処
理しておりますが、長期かつ一定額以上の不動産開発
事業に係る開発期間中の支払利息は、当該資産の取得
価額に算入しております。
なお、当事業年度において取得価額に算入した支払利
息は21,298千円であります。
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個別注記表

当事業年度

販売用不動産 36,405,893

販売用不動産 34,606,879千円
仕掛販売用不動産 4,890,537千円
関係会社株式 149,772千円

計 39,647,189千円

短期借入金 14,244,889千円
１年内返済予定の長期借入金 13,672,990千円
長期借入金 9,701,150千円

計 37,619,029千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 53,483千円

短期金銭債権 3,570千円
短期金銭債務 4,435千円
長期金銭債権 4,851千円

会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

会計上の見積りに関する注記
販売用不動産の評価

(1）当事業年度の計算書類に計上した金額
（単位：千円）

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「注記事項（会計上の見積りに関する注記）」の１．(2）に記載し

た内容と同一であります。

貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務

３．関係会社に対する金銭債権債務
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個別注記表

関係会社との取引高
営業取引による取引高 72,809千円
営業取引以外の取引高 59,968千円

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
普通株式 1,737,513株

繰延税金資産
未払事業税 4,245千円
未払事業所税 996千円
販売用不動産 75,641千円
賞与引当金 5,869千円
貸倒引当金 1,485千円
未払費用 14,414千円
返金負債 30,043千円
関係会社株式 273,267千円
株式報酬費用 6,649千円
ソフトウエア減損損失 2,132千円
その他 6,686千円

繰延税金資産合計 421,431千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △74千円
繰延税金負債合計 △74千円
繰延税金資産純額 421,357千円

損益計算書に関する注記

株主資本等変動計算書に関する注記

税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

関連当事者との取引に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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個別注記表

１株当たり純資産額 404円52銭
１株当たり当期純利益 38円66銭

収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、
「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．重要な収益及び費用の計上基準」に
記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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